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１ これまでの取組（推進プラン（案）１ページ） 

 

 

 計画名 策定年月 効果額 主な取組内容
 

小林市行政改革大綱 平成 19 年３月 約 43 億 6,000 万円

➣　定員管理・給与の適正化 

➣　民間委託の推進（指定管理者制度の活

用を含む。）
 

小林市新行政改革大綱 平成 24 年５月 約 24 億 7,000 万円

➣　定員管理・給与の適正化 

➣　市税の収納強化 

➣　ふるさと納税の推進 

➣　窓口・接遇サービスや職員提案制度の

充実 

➣　小林市まちづくり基本条例の制定 

➣　きずな協働体の設立
 

小林市行財政改革推進

プラン 2019
平成 31 年３月

約 51 億 1,000 万円 

（令和６年度末時点）

➣　保育園及び幼稚園の民営化（移管） 

➣　給食センター調理業務等の民間委託 

➣　実質的な公債費負担の健全性の維持 

➣　ふるさと納税の推進
 

 

＜成果＞ ①行政サービスの向上 ②健全な行財政運営 ③市民との協働の推進
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２ 本市を取り巻く課題 

(１) 人 口（推進プラン（案）２～３ページ） 
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人口減少による市税、普通交付税等の減収、 

少子高齢化による扶助費の増大などの懸念

総人口の大幅減

老年人口
割合の増

年少人口、生産年齢人口の大幅減
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(２) 財政状況 

① 主な財政指標の状況（推進プラン（案）４ページ） 

（単位：％） 
 

 

                    

 

 

これまでの取組により健全性を維持 高止まりの傾向＝財政の硬直化

 
年度 実質公債費比率 将来負担比率 経常収支比率

 
平成 30 年度 10.7 111.9 95.8

 
令和元年度 11.3 105.7 97.7

 
令和２年度 10.9 106.6 94.5

 
令和３年度 11.5 77.3 90.8

 
令和４年度 11.8 67.0 95.9

 
令和５年度 12.8 70.6 95.7

 
令和６年度 12.5 56.7 94.3
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② 基金積立ての状況（普通会計）（推進プラン（案）４～５ページ） 
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➣　令和２年度に大幅に減少したが、積極的な積立てにより、

令和５年度に平成 30 年度末と同水準まで回復

安定した財政基盤を 

着実に確保

土地開発基金の見直し
（減額）⇒財調の増額国営土地改良事業 

負担金の支払
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③ 市債残高の状況（普通会計）（推進プラン（案）５～６ページ） 
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 ➣　新庁舎建設事業が完了した平成 29 年度にピーク（約 308 億円） 

➣　令和６年度にはピーク時から約 57 億 5,000 万円減少

借入れを元金償還額（公債費）
の範囲内に抑制
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④ 歳入の状況（普通会計）（推進プラン（案）６～８ページ） 
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➣　自主財源の割合が約３割程度で、歳入の大半が依存財源＝ぜい弱な歳入構造
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　　　　　　　　　地方交付税及び臨時財政対策債の推移　　　　　　　　　 
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➣　普通交付税の合併算定替の終了 

➣　普通交付税の追加交付（再算定）≠恒久的な措置

歳入水準に見合った 

歳出水準の見直しが必要

普通交付税の合併算定替 普通交付税の追加交付（再算定）
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⑤ 歳出の状況（普通会計）（推進プラン（案）８～９ページ） 
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➣　義務的経費（人件費、扶助費及び公債費）の割合は、令和２年度を除き、ほぼ横ばいで推移 

➣　公債費は減少傾向にある一方で、義務的経費の決算額は増加傾向 

➣　物価高騰等の影響により、物件費についても増加傾向 

➣　公共施設の老朽化対策のため、投資的経費についても増加の見込み

特別定額給付金事業 
（一律 10 万円支給）
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(３) 公共施設等（推進プラン（案）10 ページ） 

　　　　　　　　　　　　　 更新費用の見通し 　　　　　　　　　　　　　 
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➣　今後 40 年間の更 新 費 用は、約 3,875 億円 

➣　今後 40 年間の投資見込額は、約 1,391 億円

約 2,484 億円（年平均約 62 億円）
の更新費用が不足
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(４) 職員数（推進プラン（案）11～12 ページ） 

　　　　　　　 年度別職員数の推移（病院企業職員を除く。） 　　　　　　　 
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➣　人口１万人当たりの普通会計ベースの職員数（R6.4.1 現在）は、 

　類似団体（Ⅰ－１）平均 109.56 人　＞　小林市　90.82 人（134 団体中 31 位）

退職者数の 
１／２採用

退職者数の 
２／３採用
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３ プランの基本的な考え方 

(１) 意義と位置付け（推進プラン（案）13～14 ページ） 

 

 ＜参考＞他の計画との関係性のイメージ 

個別計画

個別計画

個別計画

基本構想

基本計画

　　　小林市行財政改革推進プラン　　　

2026

行財政経営 

の指針

第３次小林市総合計画

実現 推進

各 分 野

➣　第３次小林市総合計画前期基本計画に定めた 
 

　  

 

　  
 

　を実現するための個別計画

➣　総合計画各分野の個別計画を推進する上で、

適正な行財政経営に取り組むための指針

「財政運営の基本方針」

基本施策５－(１)  

「効率的かつ効果的な行政経営を行います」
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＜参考＞第３次小林市総合計画前期基本計画（抜粋） 

 

 

 
第１章 財政運営の基本方針

 
１ 財政運営の基本方針

 
方針１ 総合計画に基づく予算措置

 
方針２ 既存事業の見直しと新規事業の実施

 
方針３ 持続可能な財政運営の確立

 
方針４ 歳出規模の適正化

 
方針５ 公共施設等に係る投資の平準化

 
２ 財政目標

 ○　基礎的財政収支（形式収支＋公債費－地方債）　　０以上 

○　財政調整基金残高　　15 億円以上（令和 11 年度末）
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(２) 計画期間（推進プラン（案）14 ページ） 

 

 

(３) 基本理念（推進プラン（案）14 ページ） 

 
 

 
➣　令和８年度～令和 11 年度（４年間） 

※　第３次小林市総合計画前期基本計画と整合性を図るため、同じ計画期間

 
➣　本市の行財政改革の基本理念を明確にするため、次のとおり設定 
 

　  

　※　第３次小林市総合計画と同様に持続可能性を追求

　　　持続可能な行財政経営の確立基本理念
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４ プランの体系（推進プラン（案）15 ページ） 

 

 

 
基本方針 実施方針

 

１ 持続可能な行政経営の確立

(１)　民間活力の活用とアウトソーシングの推進
 

(２)　デジタル化の推進
 

(３)　継続的な業務改革
 

(４)　時代に対応した組織改革
 

２ 持続可能性を高める人材活用
(１)　人材育成・活用

 
(２)　働きやすく、働きがいのある職場環境づくり

 

３ 持続可能な財政基盤の確保

(１)　財政規律の維持と自主財源の確保

 
(２)　歳出の適正化

 
(３)　公共施設等マネジメントの推進
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＜参考＞小林市行財政改革推進プラン 2019 の基本方針・実施方針との比較 

 

 

 
現行推進プラン 次期推進プラン

 
１　業務改革 １　持続可能な行政経営の確立

 
(１)　民間活力、アウトソーシングの推進

(１)　民間活力の活用とアウトソーシングの

推進
 (２)　ＩＣＴの活用 (２)　デジタル化の推進

 
(３)　業務改善、ワークライフバランスの推進 (３)　継続的な業務改革

 
(４)　情報提供と説明責任 (４)　時代に対応した組織改革

 
２　人材活用 ２　持続可能性を高める人材活用

 
(１)　人材活用・育成、女性活躍の推進 (１)　人材育成・活用

 
(２)　組織の改編と内部統制の推進

(２)　働きやすく、働きがいのある職場環境づ

くり
 

３　財政規律 ３　持続可能な財政基盤の確保

 
(１)　財政規律の維持と自主財源の確保 (１)　財政規律の維持と自主財源の確保

 
(２)　歳出の適正化 (２)　歳出の適正化

 
(３)　公共ファシリティマネジメントの推進 (３)　公共施設等マネジメントの推進

 
➣　現行プランの基本方針と実施方針を基本的に継承した上で、社会情勢の変化に対応した見直し
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 基本方針１ 持続可能な行政経営の確立 （推進プラン（案）16～17 ページ） 

 

 
実施方針(１) 民間活力の活用とアウトソーシングの推進 

　➣　民間等との事業連携 

　➣　公の施設における指定管理者制度の運用 

　➣　市の事務事業の民間委託　　　　　　　　など 

　※　費用対効果だけでなく、住民サービスの向上につながるかを十分に検証した上で推進

 
 

実施方針(２) デジタル化の推進 

　➣　デジタル技術やＡＩ等の活用　など

 
 

実施方針(３) 継続的な業務改革 

　➣　内部事務の簡略化 

　➣　業務の整理統合・集約化の推進 

　➣　業務量に応じた適正な定員管理　など

 
 

実施方針(４) 時代に対応した組織改革 

　➣　簡素で効率的な組織体制の構築 

　➣　内部統制の推進・強化　　　　　など
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 基本方針２ 持続可能性を高める人材活用 （推進プラン（案）18 ページ） 

 

 
実施方針(１) 人材育成・活用 

　➣　課題解決力のある人材の育成 

　➣　新たな人材確保の在り方についての見直し 

　➣　外部人材の活用　　　　　　　　　　　　　など

 
 

実施方針(２) 働きやすく、働きがいのある職場環境づくり 

　➣　ワーク・ライフ・バランスの実現に向けた取組の推進 

　➣　多様な働き方の活用 

　➣　ハラスメント防止　　　　　　　　　　　　　　　　　など
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 基本方針３ 持続可能な財政基盤の確保 （推進プラン（案）19 ページ） 

 

 
実施方針(１) 財政規律の維持と自主財源の確保 

　➣　税収やふるさと納税等の自主財源の確保 

　➣　社会情勢に見合った使用料や手数料の見直し 

　➣　実質的な公債費負担の健全性の維持　　　　　など

 
 

実施方針(２) 歳出の適正化 

　➣　「歳入に見合った歳出」という財政運営の基本に立った経費全般についての見直し　など

 
 

実施方針(３) 公共施設等マネジメントの推進 

　➣　施設の集約化・複合化 

　➣　施設の長寿命化 

　➣　施設総量の縮減　　　　など
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５ プランの推進体制等 

(１) 実施プランの策定（推進プラン（案）20 ページ） 

 

 
 

 

 

＜参考＞実施プランのイメージ 

（ ）

）

）

）

）

小林市行財政改革推進プラン2026実施プラン取組個票

取組No. 新規・継続 取組責任部署

基本方針

実施方針

取組項目

個別取組 R8 R9 R10 R11

基準値

指標名

目標値（

実績値（

指標名

目標値（

実績値（

取組内容

1

2

3

成果（活動）指標 R8 R9 R10 R11

1

2

推進プランの実現

 ➣　具体的な取組の項目、内容、スケ

ジュール及び数値目標を定めた

「実施プラン」を策定 

➣　実施プランについては、策定後

も必要に応じて見直し
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(１)－２ 実施プランに基づく取組（実施プラン（案）３～25 ページ） 

 

 

 

 

 

基本方針１ 持続可能な行政経営の確立

1 企画政策課 民間等との事業連携 3

2 企画政策課 指定管理者制度等の活用 4

3 管財課 運転業務の検討 5

4 地方創生課
コワーキングスペースＴＥＮＯ
ＳＳＥの民間企業への事業継承

6

5 長寿介護課
介護保険外サービス等のイン
フォーマルサービスの振興

7

実施方針(１)　民間活力の活用とアウトソーシングの推進

取組

No.
取組責任部署 取組項目 ページ

6 総務課 文書の電子化の推進 8

実施方針(２)　デジタル化の推進

取組

No.
取組責任部署 取組項目 ページ

7 市民課 窓口受付時間の見直し 9

実施方針(３)　継続的な業務改革

取組

No.
取組責任部署 取組項目 ページ

 

 

 

 

 

8 企画政策課
出張所機能の最適化に向けた検
討

10

実施方針(４)　時代に対応した組織改革

取組

No.
取組責任部署 取組項目 ページ

基本方針２ 持続可能性を高める人材活用

9 総務課 自主研修の推進 11

10 総務課 人事交流の促進 12

実施方針(１)　人材育成・活用

取組

No.
取組責任部署 取組項目 ページ

11 総務課 勤務環境の改善 13

実施方針(２)　働きやすく、働きがいのある職場環境づくり

取組

No.
取組責任部署 取組項目 ページ
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基本方針３ 持続可能な財政基盤の確保

12 税務課 市税の収納率の向上 14

13 地方創生課 ふるさと納税の推進 15

14 企画政策課 使用料・手数料の適正化 16

15 財政課
実質的な公債費負担の健全性の
維持

17

16 上下水道課 水道事業等の経営健全化 18

17 市立病院 病院事業の経営健全化 19

実施方針(１)　財政規律の維持と自主財源の確保

取組

No.
取組責任部署 取組項目 ページ

18 財政課 補助金等の適正化 20

19 建設課 公共事業のコスト縮減 21

20 総務課 給与制度の適正化 22

実施方針(２)　歳出の適正化

取組

No.
取組責任部署 取組項目 ページ

 

21 管財課 公共施設の適正管理 23

22 長寿介護課
養護老人ホーム慈敬園における
ファシリティマネジメント

24

23 管財課 市有財産の有効活用 25

実施方針(３)　公共施設等マネジメントの推進

取組

No.
取組責任部署 取組項目 ページ

 合計　23 項目
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(２) 推進体制（推進プラン（案）20 ページ） 

 
 市役所

 

 

 

 

 

 

 

公 表

 

 行財政改革推進本部
 本 部 長：副市長
 副 本 部 長：総合政策部長
 本 部 員：全部長級職員（議会事務局長・総合政策

部長を除く。）、総務・財政・企画政策の

各課長

 

 

市 民
 所 掌 事 務：○行財政改革推進プラン・実施プラン 

　　　　　　　の策定・変更・推進
 　　　　　　○行財政改革に係る課題の整理、解決に

向けた取組の検討
 実務者会議：重点的又は庁内横断的に検討・調整を 

　　　　　　行うため、必要に応じて、ワーキンググ

ループを設置
 

進ちょく管理 ➣　市役所全体で実施プランに基づく
取組を推進するため、副市長・関係部
課職員で構成する「事務改善検討委員
会」を改組し、「行財政改革推進本部」
を設置

 各課（かい）
 職員が改革意欲を持ちながら、実施プランに基づく取

組を実施  

 


